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みならず当然社会教育にも貫かれるべきものであった。ついで 1947 年 3 月 31 日、教育基
本法が公布され、「家庭教育及び勤労の場所その他社会において行われる教育は、国及び


















か訳「愛知軍政部月例報告翻訳その 1～その 11」『社会教育研究年報』第 23 号～ 34 号）
を参照し、占領期（1945 ～ 52 年）を中心にその後の復興・反動期（1953 ～ 59 年）をも
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当した（竹前栄治『占領戦後史』）。
　愛知・名古屋においては、占領軍は第 33 師団に続いて、1945 年 9 月 25 日～ 26 日に第
25 師団が京都から進駐し、11 月 10 日には駐屯を完了した。同師団は名古屋大和ビルに愛
知軍政部として第 30 軍政部（49 年 7 月 1 日、民事部と改称）を設置し、46 年 4 月、愛知
県庁に移った。46 年 6 月、第 30 軍政部から名称変更した愛知軍政部は第 8軍に所属した。
人口、産業、面積等の規模別に特別地区（東京、大阪）のほか第 1級～ 3級と区分されて

















R. ハッチンソン、J. マギー、G. ケリー、O. マレー、B. ニクロス、R. バウワース、L. ホス
キンス、H. ダニング、スペンサー等（それぞれの在任期間は異なる）のメンバーが在籍

























　1948 年には GHQ/SCAP.CI&E は日本の民主化にとって青少年団体の果たす役割の大き
さに注目し、全国的な規模での青少年指導者の養成を企図していた。東海北陸軍政部はこ
の企画に即して名古屋大学への青少年指導者養成科を設置の如何を要望した。この計画は、





































　講習会の参加者募集は、①定員は男女それぞれ 15 名、②年齢 23 歳以上、③高等専門学
校又は大学卒業、④修了後、県内で青少年指導協力者として専任で携わること、給与は月
額 5,000 円を支給、という条件で一般公募した。その結果、男性 16 名、女性 14 名が選抜



























　1946（昭和 21）年 4 月、国民主権、平和主義、および基本的人権の尊重を基本的三原
則として位置づけた新憲法のもとで、戦後最初の総選挙が実施された。改正された選挙制
度のでは、選挙権の有資格年齢を、それまでの 25 歳から 20 歳に、被選挙権の有資格年齢
を 30 歳から 25 歳にひきさげ、女性に選挙権・被選挙権を与えた。また、同年 11 月には
新憲法が公布され、いよいよ戦後民主化の抜本的改革が着手される。こうした国家的大事




業を展開するために、すでに前年 11 月 6 日、文部省は都道府県に社会教育を所管する部

























　遡れば 1947 年 3 月 31 日に教育基本法が制定され、ついで 48 年 7 月に教育委員会法が
































　加藤は、全市的な社会教育調査（47 年 12 月 15 日）結果を踏まえ、この制度の必要性を、





























　　　⑶　この制度は昭和 25 年度を準備期間とし、昭和 26 年度より実施する。








てよい。翌年 8月 10 日、社会教育協力委員（準則）は規定化され、1954 年の委員には、
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　「総選挙ニ対処スベキ公民啓発運動実施ニ関スル件」（1945（昭和 20）年 11 月 29 日、
閣議決定）により公民啓発運動が始まった。戦後初の社会教育事業は公民教育講座指導者
養成講習会であった。まず 1945 年 11 月 4 日、新有権者に対する公民教育普及講習会が開
催されたのを皮切りに、45 年 12 月上旬から下旬にかけて公民教育普及徹底講習会が明倫
中学校〈現在の県立明和高校〉などを会場に、小出孝三（文部省教学官）を講師に、県内
三か所（尾張、西三河、東三河）において開催され（『愛知県戦後教育史年表（昭和 20 年
～昭和 40 年）』）、翌年 1月、新憲法精神普及及び教養講座が委嘱された。
　ついで実施された社会教育事業は新憲法精神普及徹底運動であった。45 年 9 月 14 日、
県教育民生部長から県内地方事務所長、各市長及び学校長宛て、文部次官通牒「新憲法精
神普及徹底運動実施準備について」が移牒された（『愛知県公報』1946 年 9 月）。
　名古屋市では同年 12 月 21 日に宮澤俊義（東京大学法学部教授）を講師に新憲法解説講




義と質疑が行われるなど（『愛知県公報』愛知県、1947 年 8 月）、46 年末から翌年にかけて、













































































」『大阪大学人間科学部紀要』第 9巻）。これも 1946 年末からその翌年まで全国一律に強
行された占領政策の一つであった。
　1946 年 10 月、文部省通達「連合国軍総司令部貸与の十六ミリ発声映画の受入について」
が公にされ、愛知県は、47 年 9 月から 10 月にかけて映画を始め演劇脚本、幻灯画、紙芝
居の検閲を受検するようにとGHQより指示を受けた（『愛知県公報』1947 年 9 月、10 月）。
ナトコ映画はさらに 48 年には一大事業に発展する。CI&E 映画のいくつかのタイトルを
あげれば次のようである。
　「新しき出発」「アメリカの手引き」「平和への意識」「アメリカ便」「アメリカの公共図書館」






















　名古屋市ではどうであったか。まず 1946 年以降、16 ミリ映写機の操作技術講習会が開








記録）。例えば、47 年 4 月 20 日、市内各所で「より良い明日」「11 月の火曜日」「ノース
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映写機の普及状況である。市は 1952 年度には 9台を所有していたが、53 年度には 25 台、













の関係にあった。48 年 8 月 14 日、教育刷新委員会が「青少年の社会教育の振興について」
建議し、①青年学級の設置主体は市町村の社会教育機関であり、②対象は義務教育を終了
した17～20歳の男女青年、③講師は民間の専門性のある人、④教科は公民教育と実業教育、



























宛、1949 年 6 月）。カリキュラムの具体例をあげてみよう。例えば、「新憲法の生活化」「地
方自治の問題」「経済の現状」「民主主義の理解と生活化」「新教育について」「生活の合理・
科学化」「家庭教育」「衛生問題」「青少年不良化問題」等が各地の学級のほぼ共通する講












学級を統合し、計画的、組織的、継続的に成人教育の目的を達成するために、51 年 5 月、
アメリカのアダルト・スクールをモデルに成人学校が開設された。経済、文化、政治、の
役割を市民として果たし得る教養づくりがその目的であった。名古屋市成人学校設置草案
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（51 年 2 月）は、「教養の向上、健康の増進、実務の向上、新郷土建設への参加」が目標
とされ、教養コース、職業コース、生活文化コースに 3区分され、講師は大学教授、言論
機関の適任者、学識経験者、小中高校の校長等がこれにあたるとされ（山田順一「総論」『戦























　1946（昭和 24）年 7月 5日、文部省次官通牒「公民館の設置運営について」が公にされ、
その後名古屋市においても同通牒が移牒され、公民館の設置が早急の課題という通牒の趣















が制約されていた中で、この年の 10 月には、県内の公民館数は 11 館を数えている。公民
館はもともと町村を中心に構想され、都市型の社会教育施設ではなかったので、合併前の
旧名古屋市内には、西区に 1館（49 年 6 月）が設置されただけであった。ちなみに、西












を示唆した。愛知軍政部も、47 年 9 月、名古屋 CI&E	図書館（のちのアメリカ文化セン
ター）を名古屋市中区大津橋に設置した。その後、県内各所で大学をはじめ、高校、図書
館、公民館、役場等、41 か所（49 年 10 月現在）にCI&E図書館や読書ルームを設置し（MG	






　図書館法制定（1950 年 4 月 30 日）は戦前において長らく「格子」で閉ざされたれ書庫
であった図書館を利用者・市民に開かれた近代的図書館に転換する画期的なチャンスを与

















約 12 万冊を焼失したため、わずかに類焼を免れた 1室と書庫 1，2階を活用し、8月より
館外貸し出しのみを開始した。同館は、1952 年 8 月、名古屋市鶴舞図書館と改称し、同
10 月、鉄筋コンクリート 3階建ての近代的な新館として再建された。同時に図書も 10 万
余冊に増えた。一方、市立名古屋公衆図書館（52 年に栄図書館に、65 年に西図書館と改称）
は幸い被災を免れ、約 8万冊の蔵書により閲覧を再開し、ほぼ年間（49 年 4 月～ 50 年 2
月）約 7万人の市民が利用している。同館の利用者は急増し、47 年 10 月から夜間閲覧（21
時まで）も実施された。また、市立名古屋図書館では、中区栄（46 年 10 月～ 48 年 7 月）
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を手始めに、東区筒井（47 年 4 月～ 53 年 5 月）、中村区亀島（48 年 8 月～ 55 年 7 月）の
各小学校内や、西区公民館（49 年 7 月～ 55 年 7 月）に相次いで分館を開設した（加藤三
郎『愛知県図書館史年表資料考説』）。

















法の制定（1951 年 12 月 1 日）以降、とりわけ 50 年代半ば以降であった。名古屋市では
もともと博物館の実績は質量ともに不十分であった。戦後最初に再開されたのは、46 年
3 月 17 日、東山動物園・植物園であった。（ただし、それらの所管は組織機構上は長年土
木系部局に位置づけられ、必ずしも正規の博物館として公認されていたとは言えない。50








































背景が存在していたことが見逃されない（『愛知県公報』1945 年 9、12 月、46 年 4，6 月）。









市では年間（49 年 4 月～ 50 年 2 月）、10 区（区役所又は小学校）で 580 名が受講してい






























る。まず 1947 年 8 月に東海北陸軍政部のホスキンが婦人教育を担当し、愛知県下各市、
地方事務所単位の社会教育担当者に婦人団体の育成の協力を求めている。翌年 11 月、愛
知軍政部婦人教育担当者にルース・デービスが就任し、その後、デービスの指導下で婦人

































　愛知県では、まず軍政部の働きかけで、46 年 11 月 17 日に婦人団体指導者講習会を開
催した。県内各地から旧婦人団体幹部小学校、女学校の教員経験者などが出席し、民主
主義の基礎的な考え方や団体運営の技術について研修した。45 年末にはまず母親学級が







　1947 年 9 月に県は名古屋市及び大学婦人協会愛知支部と共催し、東海北陸軍政部及び
愛知軍政部の後援で夏季婦人教室を開催した。この教室では、「世界情勢」（白川東海新聞
記者）、「こどものこころ」（杉田直樹名古屋大学教授）、「新民法と婦人の地位」等の講義
が行われた（同上）。1951 年には団体とその会員数は、103 団体、95,626 人であった。
　地域婦人団体に占める中心的な団体は地域婦人会であった。戦時下で組織され、銃後の
守りを担う大日本婦人会（愛国婦人会や国防婦人会）の地域組織が改組されたもののほか、






よそ 47 ～ 49 年がピークであった。地域では 1小学校区に 1団体の婦人会が結成されてい

















































東海自由文化連盟（45 年 12 月）、名古屋市文化団体連盟（46 年 5 月）、中部日本文化協会
（46 年 6 月）、名古屋市紙芝居協会（47 年 11 月）、中部日本日本画劇文化連盟（47 年 11 月）、




ろが大きかった。そうした講座の具体例をあげるならば、1946 年 1 年間だけを見ても数
多くの団体が生まれ、活動を開始している。そのいくつかを見ると次のようである。
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名古屋文芸講座（45 月 11 日）、名古屋音楽会（45 年 11 月）、東海自由文化連盟民主科
学者協会主催「自由大学」（名古屋大学、46 年 5 月）（MG	Rep.	Ap1947）、東海自由文
化連盟主催「名古屋自由文化大学」（淑徳高等女学校、46 年 7 月）、中部日本文化協会
主催「夏季語学講座」（46 年 8 月）、東海自由文化連盟民主科学者協会青年婦人部主催「土





















は大日本体育協会は日本体育協会として再編成され（45 年 11 月 30 日）、「体錬」や「武道」
等の教科が廃止されるなど、従来の体育政策の大幅な改革が行われた。愛知・名古屋でも














見た。46 年 11 月、SCAP/CI&Eは文部省に対し PTA要綱を提示し、翌年 1月 24 日には
CI&E成人教育担当官、J.ネルソンは全国の軍政部にPTA結成の関する文書を送っている。




活性化がはかられた。名古屋では、名古屋小中学校 PTA協議会が 48 年 8 月に結成され、
その後県各市町村に普及した（MG	Rep．Jun1948，Jul1948，Aug1949，Sep1949）。同協議会
は社会教育関係団体として市教育委員会の助成下におかれる。

























































































歩主義教育観）（J.M.Nelson,The Adult Education Program in Occupied Japan− 1946～ 1951,	
Dissertation	of	Kansas	University）J.M ネルソン著・新海英行監訳『占領下日本の社会教























資料集』No,1（1945 ～ 1959）、名古屋市戦後社会教育行政資料研究会、1990 年
・新海英行、大田高輝、榊原博美、林恭子、村瀬桃子、（石井拓児）共訳「愛知軍政部月
例報告翻訳」その 1～ 11、『社会教育研究年報』名古屋大学社会教育研究室、第 23 号
～第 34 号、2009 年～ 2020 年




・水野	宏「わたくしの小児保健福祉 50 年史・その 12―愛知県青少年指導協力者講習会―」










・愛知県科学教育センター『愛知県戦後教育史年表』（昭和 20 年～ 40 年）1965 年
・『愛知県公報』愛知県、1945 年 9 月、12 月、1946 年 4 月、6月、1947 年 8 月～ 11 月
・真野典雄「敗戦直後における名古屋の青年教育と青年の文化活動」『東海社会教育研究
会会誌』第 18 号（東海戦後青年教育のあゆみ）1975 年、前田美稲子「終戦直後の婦人




1976 年、広瀬鎮「戦後愛知県下博物館のあゆみ」『東海社会教育研究会会誌』第 20 号（東
海戦後博物館のあゆみ）、1977 年
・『名古屋市事務報告』名古屋市、1947 年
・『名古屋市教育要覧』昭和 24 年版～ 27 年版、名古屋市教育委員会、1950 年














　（J.M.Nelson,	Adult Education Program in Occupied Japan − 1946 ～ 1950,	Dissertation	of	
Kansas	Univ,	1954）
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*Emeritus President of Nagoya Ryujo Junior College
Regeneration and Development of Social Education in Nagoya
under the Occupation by the Allied Powers
Shinkai, Hideyuki*
キーワード：教育の民主化，社会教育の自由，教育の逆コース，グループワーク，ナトコ映画
　第 2次世界戦争後、連合国軍最高司令官総司令部（以後、GHQという。）の間
接統治のもと、そして何よりも新憲法教育基本法制の中で戦後社会教育の骨格形
成が方向づけられた。名古屋においては、軍事国家権力による国民教化から解
放された市民と教育行政職員によって愛知軍政部（以後、MGという。）の指導、
監督下、社会教育の「民主化」が方向づけられた。その特色は以下のとおりである。
　第 1に、社会教育の「民主化」理念であり、その根底には教育の自由、自主性
（大正デモクラシー以来の）への期待と要望、およびGHQやMGの情報教育（以
下、CI&E という。）担当者の近代的個人主義的、進歩主義的な新教育思想が伏
在していた。自由や自主性を原則とする教育は政治や行政からの一定の独立性を
主張した。
　第 2に、この政策ではもっぱら社会教育団体の再編成に主力が注がれ、国家主
導でトップダウン方式の網羅主義的な団体運営から個々の団体の自立性と各メン
バーの興味関心にもとづく自主性・インタレスト重視のボトムアップ方式のそれ
への転換が図られた。言いかえれば、連合組織から連絡組織への転換であった。
　第 3に、社会教育指導者養成が強調され、講習会等の主要な教育内容はグルー
プワークの理論と方法であった。ディスカッション、レクリエーション、エバ
リエーションなど、個人の参加、討論、評価が尊重され、ナトコ映写機による
CI&E映画が駆使され、教育の機会均等、教育課程、経験学習的、実務的側面が
ことのほか重視された。
　第 4に、社会教育施設整備の必要性を唱えながら、市の財政上の困難のためで
あろうか、代表的な施設（東山動植物園、鶴舞中央図書館）を除き、公民館など
の地域生活と関連する施設整備は大幅に遅滞し、それへの着手は高度成長期を俟
つこととなる。社会教育活動の拠点ともいえる公民館は、唯一西区に１館のみ存
在したに過ぎなかった。
　第 4に、名古屋においては敗戦直後、解放的な文化的風潮の中で市民の自由で
自主的な学習文化活動が次から次へと生まれ、軍国主義下で抑圧された科学的な
市民学習が生成した。これは市民と科学者の連携で市民主体の社会生活に根ざし
た社会教育が育つ契機〈可能性〉をつくりだし、その後の経済復興とともに台頭・
再興した政治経済的な環境条件の中でさらなる発展への道筋を追求することとな
る。
　占領期を中心に名古屋の社会教育は戦後社会教育の基盤を構築したとは言え、
GHQの極東政策（対日民主化政策）の変更と日本の政財界の民主化離れにより、
また形式性を重視するアメリカ民主主義理念の脆弱性や旧来の地域支配や商工業
中心の伝統的市民性のためかますます保守性と実務性が色濃い社会教育へと変容
していった。こうした限界を克服するには、市民の生活課題や地域課題と結びつ
く現実の生活学習を土台に地域と日本社会を科学的に見通し得るサークル〈小集
団〉中心の「共同学習」の萌芽、実現（1960 年前後）を俟たなければならなかった。
